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運用報告書（全体版） 

国際金融機関債ファンド 
（為替ヘッジあり）プラス２０１５－１２

 

 
 

第２期（決算日：2016年10月11日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、お手持ちの「国際金融機関債ファンド（為替

ヘッジあり）プラス２０１５－１２」は、去る10月11

日に第２期の決算を行いました。ここに謹んで運用

状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 単位型投信／内外／資産複合 

信託期間 2019年10月10日まで（2015年12月29日設定）

運用方針 
世界各国の金融機関が発行する劣後債および
優先証券等を主要投資対象とし、主として利
子収益の確保を目指します。 

主要運用対象 
世界各国の金融機関が発行する劣後債および
優先証券等 

運用方法 

・世界各国の金融機関が発行する劣後債およ
び優先証券等を主要投資対象とし、主とし
て利子収益の確保を目指します。 
※加えて事業会社の発行する劣後債と優先
証券も投資対象としています。 

・投資を行う劣後債と優先証券等は、原則と
して、取得時において当ファンドの信託期
間終了前に満期償還日または繰上償還の可
能日が到来するものとします。 

・外貨建資産については、原則として対円で
為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減
をはかります。 

主な組入制限 外貨建資産への投資割合は、制限を設けません。

分配方針 

毎年４月10日および10月10日（休業日の場合
は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に
基づいて分配を行います。分配対象額は、元
本超過額または経費等控除後の配当等収益の
いずれか多い額とします。基準価額水準、市
況動向等を勘案して、分配金額を決定します。
（ただし、分配対象収益が少額の場合には分
配を行わないこともあります。） 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」

の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
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国際金融機関債ファンド（為替ヘッジあり）プラス２０１５－１２

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

受 益 者
利 回 り

債   券 
組 入 比 率 

債   券 
先 物 比 率 

元 本
残 存 率(分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中
騰 落 額

期 中
騰 落 率

(設定日) 円 円 円 ％ ％ ％ ％ ％

2015年12月29日 10,000 － － － － － － 100.0

１期(2016年４月11日) 9,950 70 20 0.2 0.7 91.7 － 99.7

２期(2016年10月11日) 10,190 70 310 3.1 4.2 97.0 － 91.9
 

（注） 設定日の基準価額は、設定時の価額です。 

（注） 基準価額の騰落額および騰落率は分配金込み。 

（注） 当ファンドの値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありません。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 債   券 

組 入 比 率 
債   券
先 物 比 率 騰 落 率

(期  首) 円 ％ ％ ％

2016年４月11日 9,950 － 91.7 －

４月末 10,028 0.8 94.0 －

５月末 10,072 1.2 95.3 －

６月末 9,981 0.3 92.4 －

７月末 10,186 2.4 95.9 －

８月末 10,299 3.5 96.6 －

９月末 10,258 3.1 96.3 －

(期  末)  

2016年10月11日 10,260 3.1 97.0 －
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
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基準価額等の推移

運用経過

当期中の基準価額等の推移について （第２期：2016/４/12～2016/10/11）

基準価額の動き
基準価額は期首に比べ3.1％（分配金再投資ベース）の上昇となり
ました。

第２期首： 9,950円
第２期末：10,190円

（既払分配金 70円）
騰落率 ： 3.1％

（分配金再投資ベース）

・分配金再投資基準価額は、収益分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンドの

運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。

・実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なり、ま

た、ファンドの購入価額により課税条件も異なるため、お客さまの損益の状況を示すものではない点にご留意くださ

い。

・単位型投資信託は実際には分配金は再投資されませんのでご留意ください。

基準価額の主な変動要因

上昇要因
保有銘柄の利息収入を享受したことなどが、基準価額の上昇要因となりま
した。
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国際金融機関債ファンド（為替ヘッジあり）プラス２０１５－１２

投資環境について （第２期：2016/４/12～2016/10/11）

◎社債市況
・期を通じてみると、欧米の金融機関および事業会社の劣後債・優先証券市場は上昇しま
した。

・当期は、欧州中央銀行（ＥＣＢ）の追加緩和期待や資源価格の回復などを背景にスプ
レッド（国債利回りとの差）は縮小基調で始まりました。米国の好調な経済指標などを
背景に投資家センチメントは改善していたものの、2016年６月に入ると、米国の雇用統
計が市場予想を大きく下回ったことや英国の欧州連合（ＥＵ）離脱リスクが意識される
ようになったことなどから、市場ではやや調整色の強まる展開となりました。結果は大
方の事前予想を覆しＥＵ離脱派が勝利したことで、市場ではリスク回避の動きが一気に
進みました。欧米の金融機関および事業会社の劣後債・優先証券市場のスプレッドは一
時的に拡大したものの、過度の懸念が後退し市場が落ち着きを取り戻すとスプレッドは
縮小に転じました。その後は、米国の好調な経済指標や投資家心理の改善などに加え、
足元の低金利環境下において利回りを求める投資家の動きが加速したことなどを背景
に、欧米の金融機関および事業会社の劣後債・優先証券市場のスプレッドは縮小基調が
継続し、相場は堅調となりました。

・９月以降は、日米の金融政策決定会合を控えて投資家の様子見姿勢が強まったことや、
ドイツ銀行に対して米司法当局が巨額の賠償金支払いを要求したと報じられ、同行に対
する懸念が一時的に高まったことなどから、欧米の金融機関の劣後債・優先証券市場は
調整しました。

当該投資信託のポートフォリオについて

・当ファンドは、世界各国の金融機関が発行する劣後債と優先証券等を主要投資対象とし
ます。加えて事業会社の発行する劣後債と優先証券も投資対象としています。

・取得時において当ファンドの信託期間終了前に満期償還日または繰上償還＊の可能日が
到来する劣後債と優先証券等を中心に投資しました。
※繰上償還とは、早期償還や買入消却等による償還をいいます。一般的に、劣後債や優先証券が繰上償還される場

合には額面で償還されます。

・種別組入比率は、劣後債と優先証券等が高位となりました。
・銘柄選定においては、過去のコール（繰上償還）実績、コールに対する経営スタンス、
経済合理性などを総合的に勘案し、組み入れの可否および組入比率を検討・調整しまし
た。

・ユーロ、英ポンド、米ドルの外貨建資産については、対円で為替ヘッジを行い、為替変
動リスクの低減をはかりました。

・前記の運用を行った結果、保有銘柄の利息収入を得られたことがプラス寄与したことな
どから、基準価額（分配金再投資ベース）は期首から上昇しました。
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国際金融機関債ファンド（為替ヘッジあり）プラス２０１５－１２

（ご参考）
ポートフォリオの特性値

期首
（2016年４月11日）

期末
（2016年10月11日）

平均終利 3.8％ 2.9％

平均直利 5.9％ 6.3％

平均残存年数 2.5年 2.2年

平均格付 ＢＢＢ ＢＢＢ

格付別組入比率

格付種類

期首
（2016年４月11日）

期末
（2016年10月11日）

比率 比率

ＡＡＡ － －

ＡＡ － －

Ａ 34.1％ 28.3％

ＢＢＢ 51.2％ 62.8％

ＢＢ 6.4％ 5.9％

Ｂ － －

・平均終利（複利最終利回り）とは、償還日までの利息または配当収入とその再投資収益および償還差損益も考慮した利

回り（年率）をいいます。なお、繰上償還条項が定められている証券については、原則として次回の繰上償還の可能日

を使用して計算していますが、一部の銘柄については三菱ＵＦＪ国際投信が想定する繰上償還日を使用して計算してい

る場合があります。

・平均直利（直接利回り）とは、利息または配当収入部分にのみ着目した利回りで、証券価格に対する利息または配当収

入の割合（年率）をいいます。

・平均残存年数は、繰上償還条項が定められている証券については、原則として次回の繰上償還の可能日に償還されるも

のとして計算していますが、一部の銘柄については三菱ＵＦＪ国際投信が想定する繰上償還日を使用して計算している

場合があります。

・平均格付とは、基準日時点において当ファンドが保有している証券の信用格付を純資産総額に対する当該証券の組入比

率で加重平均したものであり、当ファンドに係る信用格付ではありません。

・比率とは、当ファンドの純資産総額に対する割合です。

・格付は、Ｓ＆Ｐ、Moody's、Fitchの格付のうち、上位の格付をＳ＆Ｐの表示方法で表記しています。（出所：

Bloomberg）

当該投資信託のベンチマークとの差異について

・当ファンドの値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありませ
ん。

・従って、ベンチマークおよび参考指数との対比は表記できません。
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分配金について

収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向等を勘案し、次表の通りとさせてい
ただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産中に留
保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

【分配金】

決算期 １万口当たり分配金（税込み）
第２期 70円

今後の運用方針

◎運用環境の見通し
・Ｇ－ＳＩＦＩｓ※をはじめとする欧米の大手金融機関の自己資本比率は改善傾向にあ
り、手元流動性の厚みが増すなど安定性が高まっていることなどから、良好なファンダ
メンタルズは今後も維持され、劣後債・優先証券の利回り低下（価格上昇）に寄与する
と見込んでいます。

・英国の国民投票でＥＵ離脱派が勝利しましたが、実際に離脱するまで２年以上を要する
とされています。今後、英国の金融機関においては、業績面で下方圧力がかかるもの
の、欧州随一の厳格な規制下にあり、現時点では急速に信用力が悪化する事態は回避で
きるとみています。

・また、米国では利上げが始まったものの、そのペースは比較的緩やかになると予想され
ており、一方で日本や欧州では緩和的な金融政策のスタンスが続いています。このよう
な低金利環境下においては、利回りを求める投資家需要が相場を下支えすると思われま
す。

・事業会社の劣後債・優先証券市場は調達手段多様化の観点からも拡大傾向にあり、投資
家のセンチメントや個別発行体のクレジット・ファンダメンタルズ（財務状況の基礎的
条件）の影響は受けるものの、相対的に高い利回りが期待される事業債への需要がスプ
レッドの安定に寄与すると思われます。
※Global Systemically Important Financial Institutionsの略で、各国の金融監督当局等で構成され国際金融に

関する措置・規制・監督等の役割を担う金融安定理事会（ＦＳＢ）によって選定されるグローバルな金融システ

ムの維持・安定に欠かせない重要な金融機関のことをいいます。

◎今後の運用方針
・引き続き、世界各国の金融機関および事業会社が発行する劣後債と優先証券等への投資
を維持する方針です。

・取得時において当ファンドの信託期間終了前に満期償還日または繰上償還の可能日が到
来する証券を中心に投資する基本戦略を維持します。

・外貨建資産については、原則として対円で為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を
はかる方針です。
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○１万口当たりの費用明細 (2016年４月12日～2016年10月11日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 46  0.449 (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率× 
           （期中の日数÷年間日数） 

 （ 投 信 会 社 ） (22)  (0.217) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書
等の作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (22)  (0.217) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等 
の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 2)  (0.016) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

（b） そ の 他 費 用 1   0.011  (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） ( 1)  (0.009) 有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.002) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 

 （ そ の 他 ） ( 0)  (0.000) 信託事務の処理等に要するその他諸費用 

 合 計 47   0.460   

期中の平均基準価額は、10,137円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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国際金融機関債ファンド（為替ヘッジあり）プラス２０１５－１２

○売買及び取引の状況 (2016年４月12日～2016年10月11日) 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

外 

国 

  千アメリカドル 千アメリカドル 
アメリカ 社債券 5,548 3,114 

ユーロ  千ユーロ 千ユーロ 
 フランス 社債券 419 － 
  千イギリスポンド 千イギリスポンド 
イギリス 社債券 4,641 1,238 

 
（注） 金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

（注） 社債券には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2016年４月12日～2016年10月11日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
為替先物取引 45,199 34,512 76.4 46,302 35,442 76.5

為替直物取引 1,237 855 69.1 543 40 7.4
 
 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行です。 

 

  

公社債 

利害関係人との取引状況 
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国際金融機関債ファンド（為替ヘッジあり）プラス２０１５－１２

○組入資産の明細 (2016年10月11日現在) 

 

(Ａ)外国(外貨建)公社債 種類別開示 

区    分 

当 期 末 

額面金額 
評  価  額 

組入比率
うちBB格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

外貨建金額 邦貨換算金額 ５年以上 ２年以上 ２年未満

 千アメリカドル 千アメリカドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％

アメリカ 40,200 43,732 4,545,946 44.8 － 44.8 － －

ユーロ 千ユーロ 千ユーロ   

 イタリア 4,900 5,330 616,792 6.1 － 6.1 － －

 フランス 7,700 8,281 958,234 9.5 － 9.5 － －

 千イギリスポンド 千イギリスポンド   

イギリス 26,256 28,914 3,708,245 36.6 5.9 36.6 － －

合 計 － － 9,829,218 97.0 5.9 97.0 － －
 

（注） 邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。 

（注） 組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 

（注） 評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

 

  

外国公社債 
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国際金融機関債ファンド（為替ヘッジあり）プラス２０１５－１２

(Ｂ)外国(外貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘         柄 

当 期 末 

利  率 額面金額 
評  価  額 

償還年月日
外貨建金額 邦貨換算金額 

アメリカ ％ 千アメリカドル 千アメリカドル 千円  

  社債券 5.25 PRUDENTIAL P 490329 5.25 4,400 4,481 465,802 2049/３/29

   5.5 ALLIANZ SE 491128 5.5 7,000 7,281 756,908 2049/11/28

   5.5 AXA SA 490729 5.5 4,400 4,516 469,461 2049/７/29

   STEP AXA SA 491229 6.463 700 732 76,099 2049/12/29

   STEP BPCE SA 490829 12.5 4,800 6,081 632,222 2049/８/29

   STEP RABOBANK NED 491229 11.0 3,000 3,650 379,443 2049/12/29

   VAR CNP ASSURANCE 490729 6.875 6,200 6,711 697,709 2049/７/29

   VAR CNP ASSURANCE 491029 7.5 400 430 44,712 2049/10/29

   VAR FRIENDS LIFE 491108 7.875 5,000 5,434 564,905 2049/11/８

   VAR ING BANK NV 231121 4.125 4,300 4,412 458,681 2023/11/21

小 計 4,545,946  

ユーロ 千ユーロ 千ユーロ   

 イタリア 社債券 VAR ENEL SPA 740110 6.5 4,900 5,330 616,792 2074/１/10

 フランス 社債券 STEP BPCE SA 490929 12.5 800 1,062 122,967 2049/９/29

   VAR ENGIE 490626 3.0 6,100 6,377 737,894 2049/６/29

   VAR VEOLIA ENVIRO 490129 4.45 800 841 97,372 2049/１/29

小 計 1,575,026  

イギリス 千イギリスポンド 千イギリスポンド   

  社債券 STEP BARCLAYS B 491129 14.0 3,200 3,995 512,384 2049/11/29

   STEP BARCLAYS B 491229 8.25 1,300 1,420 182,230 2049/12/29

   STEP PRUDENTIAL P 390529 11.375 1,000 1,224 157,105 2039/５/29

   STEP SOCIETE GEN 490629 8.875 4,200 4,641 595,208 2049/６/29

   VAR CREDIT AGRICO 490629 5.0 3,200 3,348 429,381 2049/６/29

   VAR HBOS CAPITAL 491129 6.461 3,600 3,865 495,750 2049/11/29

   VAR LEGAL & GE 490329 5.875 4,500 4,691 601,669 2049/３/29

   VAR NATIONAL CAPI 490929 5.62 3,600 3,797 487,010 2049/９/29

   VAR RSA INSURANCE 390520 9.375 1,656 1,929 247,505 2039/５/20

小 計 3,708,245  

合 計 9,829,218  
 

（注） 邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。 
（注） 上記のうち、償還年月日が2049年とあるのは、永久債（繰上償還条項付き）です。 

 

○投資信託財産の構成 (2016年10月11日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％
公社債 9,829,218 94.2

コール・ローン等、その他 603,354 5.8

投資信託財産総額 10,432,572 100.0
 

（注） 期末における外貨建純資産（10,259,924千円）の投資信託財産総額（10,432,572千円）に対する比率は98.3％です。 
（注） 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは

以下の通りです。 

１アメリカドル＝103.95円 １ユーロ＝115.71円 １イギリスポンド＝128.25円  
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国際金融機関債ファンド（為替ヘッジあり）プラス２０１５－１２

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2016年10月11日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 20,295,200,000  

 コール・ローン等 228,102,298  

 公社債(評価額) 9,829,218,517  

 未収入金 10,053,173,977  

 未収利息 174,470,084  

 前払費用 8,362,344  

 その他未収収益 1,872,780  

(B) 負債 10,158,760,159  

 未払金 10,024,400,881  

 未払収益分配金 69,630,313  

 未払解約金 19,081,088  

 未払信託報酬 45,416,712  

 未払利息 68  

 その他未払費用 231,097  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 10,136,439,841  

 元本 9,947,187,598  

 次期繰越損益金 189,252,243  

(D) 受益権総口数 9,947,187,598口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,190円
 
＜注記事項＞ 

①設定年月日 2015年12月29日 

設定元本額 10,818,993,598円 

期首元本額 10,794,714,355円 

元本残存率 91.9％ 

また、１口当たり純資産額は、期末1.0190円です。 

○損益の状況 (2016年４月12日～2016年10月11日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 309,879,905  

 受取利息 308,092,983  

 その他収益金 1,872,780  

 支払利息 △       85,858  

(B) 有価証券売買損益 △   51,187,848  

 売買益 1,416,996,979  

 売買損 △1,468,184,827  

(C) 有価証券評価差損益 116,790,355  

(D) 信託報酬等 △   49,122,567  

(E) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 326,359,845  

(F) 前期繰越損益金 △   53,691,712  

(G) 解約差損益金 △   13,785,577  

(H) 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 258,882,556  

(I) 収益分配金 △   69,630,313  

 次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) 189,252,243  
 

（注） (D)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (G)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額

を差し引いた差額分をいいます。 

 

②計算期間末における当ファンドの配当等収益額（309,879,905円）から経費（49,122,567円）を控除した額（260,757,338円）に、期末の受

益権口数（9,947,187,598口）を乗じて期中の平均受益権口数（10,508,799,102口）で除することにより分配可能額は246,821,937円（１万

口当たり248円）であり、うち69,630,313円（１万口当たり70円）を分配金額としております。 
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国際金融機関債ファンド（為替ヘッジあり）プラス２０１５－１２

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 70円 
 
◆分配金は決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆課税上の取り扱い 

・個人受益者が支払いを受ける収益分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、

地方税５％）の税率で源泉徴収されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することもできます。 

 

※法人受益者に対する課税は異なります。 

※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

※少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」をご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じ

る配当所得および譲渡所得が一定期間非課税となります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（http://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 

 


